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熊本地震では，従来のプル型支援に加えて，災害対策基本法改正で新たに導入されたプッシュ型支援による
支援物資供給が初めて実施された．これにより被災地内の物資調達不足は解消されたものの，ラストワンマイ
ル輸送がボトルネックとなり，タイムリーな物資供給は実現しなかった．ロジスティクスの観点からは，現行の
物資供給システムの改善が指摘されており，末端まで考えた全体最適な輸送体制を整備することは不可欠であ
る．本研究では，最適な供給システムの算出を可能とするためにプッシュ・プル型の輸送体制を前提とした在庫
配送計画モデルを構築する．具体的には，需要不足に対するペナルティコスト及び在庫コストを目的関数とす
る遅れを含む確率的最適制御理論を用いる．さらに情報の伝達を含めたサプライ・チェイン（SC:Supply Chain）
を想定し，プッシュ・プル型を模した在庫配送計画モデルを提案する．これにより，情報の不確実性及びそれを
増長させる情報伝達の遅れを考慮した最適な配送計画を算出できる．最後に数値計算により，システムの定量
評価を行う．
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1. はじめに

大規模災害が多発する我が国において，被害を最小

化するための防災・減災対策は不可欠である．交通網

やインフラの損傷などの直接被害だけでなく，支援物

資の不足による二次被害を抑えることは災害からの早

期復旧を促す．物資の的確で迅速な供給は，こうした

二次被害を抑え経済回復の遅れの最小化を可能とする．

現在，我が国ではこうした支援物資の不足を改善する

べく，被災地の要請を待つことなく国が供給するとい

うプッシュ型の支援方策が計画されている1)．2016年
に発生した熊本地震では初めてプッシュ型支援が適用

され一定の効果を上げたが，被災地内の二次集積所か

ら避難所の間の「ラストワンマイル」で物資が停滞し

たことが指摘されている2)．こうした中，災害時におけ

る適時適切な物資供給のためのシステム構築は急務で

あると言える．

この熊本地震での経験を踏まえ，幾つかのシステム

の改善案が提案されている．樋口 (2017)3) は発災後 72
時間以内の物資供給に着目し，物資を避難所に直接供

給できる体制作りを主張している．伊藤ら (2017)4) も

同様にプッシュ型支援の在り方について検討し，二次集

積所の廃止を提案している．しかし，これらはプッシュ

型支援についてのみ考察されており，被災地から情報

を受けて供給を行うプル型の支援策については述べら

れていない．発災直後は被災地内の通信が断絶してい

るため，平時のように正確な情報を随時把握すること

は困難となる．熊本地震の際には避難所ニーズの把握

が遅れ，不必要な物資が集積所に滞留し物流機能を低

下させたことが問題視されている2)．故にプル型支援策

の最適なシステムを構築することは有用である．久保・

橋本 (2016)5) はプル型までを含めた物資供給に関する

基本原則を示し，それに基づいた新しいシステムを提

案している．特に，混乱する発災直後においては ICT
の利用を前提としないカンバン方式のような簡易な方

法による情報伝達が有効であると述べている．しかし

既存の研究・提言の中では，システムの定量評価・数理

検討はなされておらず，客観性は十分でない．そうし

た中，想定される災害規模に応じたシステムを提案す

るためにも定量評価を可能とする在庫配送計画モデル

の開発は不可欠であろう．こうした背景の下で，本研

究では，プッシュ・プル型の支援方策における最適なシ

ステムの同定のために，発災直後における情報伝達を

考慮した在庫配送計画モデルを構築する．

既存の救援物資のための在庫配送計画モデルについ

ては，人口の増加と共に災害リスクが高まる中で多く
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のモデルが開発されている．久保ら6) は，その中でも

不完全情報下で意思決定をする必要のある点が救援物

資のロジスティクスの困難性であると述べている．こ

の不確実性を考慮するために，確率論的なモデリング

手法が利用されている．これらの手法は大きく「オフ

ラインモデル」と「オンラインモデル」の二つに分類

できる．

オフラインモデルに関する既存研究としては古典的

な在庫理論を用いた研究 (Beamon and Kotleba(2006)7))
や二段階確率計画法 (Barbarosoglu and Arda(2004)8)，

Chang et al.(2007)9))，ロバスト最適化 (Najafi et
al.(2013)10))による研究がある．これらのモデルは，想
定される災害とその被害確率に対して総期待費用を最

小化することでシステムの事前評価を行う．すなわち，

発災前に予測した避難所の想定需要をもとに供給量を

決定するプッシュ型支援策のモデリングに相当する．し

かし事前予測と実際の状況は乖離しやすく，これまで

の我が国での経験を踏まえれば，途中からプル型の支

援策に遷移する方策が有効であろう．不確実なパラメー

タをインプットとして与え，事前に最適な制御を求め

るオフラインモデルのアプローチはプル型の支援策を

評価できない．

一方，オンライン・モデルは災害後に収集される情報の

活用を前提とした単一意思決定者の支援モデル11)12)13)14)

である．これによりプル型の支援策も考慮したリアル

タイムの意思決定支援が可能となる．しかし，これら

のモデルは全ての意思決定者（集積所）が情報を同時

に共有している状況を仮定しており，発災直後の通信

断絶下の意思決定モデルとしての適用は難しい．発災

直後における情報収集には遅れが伴い，その遅れは SC
の上流に行くほどは増大する．こうした環境下では情

報の同時共有は不可能となり集積所間で異なる情報を

有するため，各々が独立して意思決定を行う必要が生じ

る．加えて，情報の遅れは鞭効果（Bullwhip Effect：情
報が上流に行くほど，その不確実性が増大する15)）を

引き起こし，物資ニーズのミスマッチングを齎す．故

に，発災直後の通信断絶下における物資支援モデリン

グのためには情報の遅れを考慮することが欠かせない．

本研究では，発災直後の最適なプッシュ・プル型の供

給システムを算出するために，情報の不確実性及び情

報の遅れを考慮した在庫配送計画モデルを提案する．提

案モデルはベイズ更新により情報伝達を表現し，エシュ

ロン在庫（各集積所から見て下流にある在庫をすべて

含めたもの）の考え方を援用することにより，集積所

間の情報の差異をモデル化する．さらに，確率的最適

制御問題として定式化することにより，システムの理

論的検証を可能とする．2章では，熊本地震における物
資供給の実態をレビューを行う．3章では，プッシュ・

プル型を模した最適制御問題を定式化し，ベイズ学習

による情報更新の方法について説明する．4章では，単
純なネットワークに対して最適解を導出し，既存の提

案システムについて理論的根拠を示す．5章では，数値
計算を行い，情報更新の効果を検証する．6章では，結
論と今後の課題について述べる．

2. 熊本地震における支援物資供給の実態

本節では，熊本地震における物資供給に関する論文，

論説，報告を対象にレビューし，現行の日本の支援物

資供給システムの問題点を整理する．まずは，1)国が
行った物資供給の流れを示し，輸送計画における問題点

を述べる．次に，2)熊本地震における物資供給の実態
を「ラストワンマイル」と「情報の把握・共有」の二つ

に分けて整理する．1)については，内閣府の平成 28年
熊本県熊本地方を震源とする地震非常災害対策本部会

議の資料及び議事録16)，平成 28年熊本地震に係る初動
対応検証チームの資料17)，熊本地震を踏まえた応急対

策・生活支援検討ワーキンググループの資料18) や西脇

ら19)を参照した．2)については，上記を含め 10本の文
献2)−6),16)−20) を元に整理した．物資供給の実態と既に

提言されている改善案について整理したものを表–1に
示す．

(1) 物資供給の流れ

国による支援物資供給の流れを図–1に示す．物資の
多くは国の発注によりメーカーから調達され，熊本県の

物資拠点（一次集積所）から各市町村の物資拠点（二次

集積所）へ輸送，その後避難所へ配送されるプッシュ型

システムが計画された (図–1-a )．しかし実際には，図–
1-bに示すシステムでプッシュ型の支援策が行われた．
その後プル型の支援策に切り替えられ，27日には iPad
を用いた物資発注システムが導入された (図–1-c )．国
からの支援は 5月 13日まで行われたが，その後，被災
地の物流機能回復に伴い熊本県に業務が引き継がれた．

熊本地震はプッシュ型の支援策を適用した初の事例と

いうこともあり，国による事前の輸送計画には想定が

十分でない点が多かった．特に，国は熊本県までの輸

送しか計画しておらず，その先のラストワンマイルに

おける物資停滞を助長させた．

(2) 物資供給の実態

土木計画学研究委員会物流調査団2) によれば，プッ

シュ型支援により過去の災害に比べて物資が被災者の

もとへ届いたという評価がなされている．しかし依然

として，タイムリーな物資支援は実現しなかった．主

な原因として，「二次集積所とその先のラストワンマイ
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表–1 支援物資の実態と既存研究による提言

実態 提言

(a)想定不足
被災地の行政機能低下により国が避難所までの輸送を担った SCネットワークの末端である避難所までの物資輸送を計画す
が，県までしか想定していなかったため対応が遅れた． る．

(b)備蓄品の不足
備蓄は水害に備えた小規模なものであり，被災地自治体の備 少なくとも 3日程度は被災地外からの配送がなくとも物資が

輸送 蓄量が少なかった． 不足しないように備蓄しておくべき．

計画
(c)一次集積所

計画していた一次集積所が被災．県外に新たな拠点を設けた 被害の規模ごとに対応可能な物流拠点のリスト化する．

が，施設の確保には時間を要した．

(d)役割分担
国や自衛隊，物流事業者，民間企業等複数の主体間で度々役 役割分担の明確化（自衛隊：道路アクセス不能な地域，NPO：
割分担に見直しが生じ混乱した． 指定外避難所の対応）

(e)処理能力の不足
被災地内は物流機器が十分でなく，「集積所での作業効率」 物流事業者との協力を迅速に要請する．行政機能が麻痺した

「ラストワンマイルでの輸送力」ともに不足． 被災地内施設は中抜きし，直接避難所に輸送する．

ラストワン
(f)配送困難性

道路アクセスが寸断されている地域や指定外避難所など物流 役割分担の明確化（自衛隊：道路アクセス不能な地域，NPO：
マイル問題 事業者による物資配送が困難な地域が存在． 指定外避難所の対応）※再掲

(g)個人支援物資
規格が不均一な個人からの支援物資は，集積所での作業効率 配送先の負担が大きい個人支援物資は抑制，若しくは規格を

の低下を招いた． ルール化する．

(h)需要のミスマッチ
避難所需要の早期把握ができず，物資のミスマッチが発生．

集積所に不要物資が滞留し，作業効率の低下を招いた． ICTを用いて情報を一元化する．配送状況はプローブデータに
情報の

(i)情報の不足
避難所ニーズに関する情報だけでなく，道路や配送状況等の よる管理が有効である．一方で発災直後は通信障害が発生する

把握・共有 情報も不足しており，配送の遅延を増長させた． 可能性が高いので ICTが利用できない状況下でも，情報の流

(j)情報の多元化
情報伝達ルートが多元化していたため要請漏れや重複要請が れを単純化する仕組みを作る必要がある．

発生．
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図–1-a 事前想定
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図–1-b プッシュ型支援（4/16～4/23）
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図–1-c プル型支援（4/24～5/13）

図–1 国による物資供給の流れ

ルのスループット（単位時間あたりの供給量）の不足

（ラストワンマイル問題）」と「被災者の情報が把握で

きなかったことによる不要物資の滞留（情報の把握・共

有）」が挙げられている．

• ラストワンマイル問題とは，下流の最大スループッ
トを超える物資が二次集積所以降の SCに供給さ
れる場合に生じる問題である．元より物流機能を

有していない被災地内の最大スループットは被災

地外に比べ小さいため，物資が次々と二次集積所

に輸送されると物資の停滞が生じる．熊本地震の

際には熊本市内の集積所であるうまかな・よかな

スタジアムに大量の輸送トラックが流入し，最大

約 95台もの待ち行列が発生した．加えて，内容も
規格も不均一な個人支援物資の流入がさらなる最

大スループットの低下を招いた．

• 発災直後においては必要物資に関する情報が不足
し，避難所ニーズのミスマッチングや配送の遅延

を引き起こす原因となる．GPS衛星からの情報や

タブレットを用いたリアルタイム情報の把握・共

有システムの構築が有効であるが，通信障害によ

り ICTが十分に機能しない状況も大いに考えられ
る．故に，通信を前提としない単純な情報伝達の

仕組みを想定する必要もある．

3. 在庫配送計画モデル

(1) モデルの仮定

本節では，プッシュ・プル型を模した在庫配送計画モ

デルの定式化を行う．2章で示した支援物資供給の実態
をもとに提案モデルでは以下の仮定を置く．括弧内は

表–1のどの点を想定したものであるかを示す．
(ア) 国の計画が不備なく実施されることを想定し，SC

ネットワークは可変でないとする (a)．この計画は
物資拠点が被災した場合でも，即座に新たな施設

を確保可能なものである (c)．また，この仮定は民
間企業や個人による外部からの物資流入がないこ

3
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と (g)，指定外避難所は考慮しないこと (d)を示し
ている．

(イ) 陸路輸送のみを考える (f)．輸送形態は輸送元から
輸送先までの往復のみとし，各集積所はスループッ

トの制御が可能であるとする．ただし，この仮定

は集積所における詰替えの利点を考慮せず在庫調

整の役割のみを有することを意味する．

(ウ) 避難所の需要は完全情報でない (h)．プッシュ型で
は，発災直後の避難所に関する情報の不足を想定

し，事前に予測した需要をもとにスループットを

決定する．プル型では，避難所から定期的に一元

化された情報が伝達され (j)，それをもとに情報更
新を行う．上流に行くほど情報の遅れが増大する

ことを考慮して，情報更新は下流ほど頻繁である

とする．また通信が回復し，避難所の情報が随時

把握できる状況については対象としない．

(エ) 配送状況や道路状況は集積所間で共有可能である

とする (i)．
(オ) 被災地は物資の処理能力が小さいため，SCネット

ワークの下流ほどスループットの上限は小さい (e)．
また備蓄品は十分でなく発災直後に需要が満たさ

れることはない (b)．

(2) 遅れを含む確率的最適制御問題

a) 確率的最適制御理論の概要

動学的最適化の問題の一つとして最適制御問題があ

る．これは動学システム系のもとで損失や利益を最小

（最大）化する制御系を決定する問題として定式化さ

れる．この問題の解析法の一つとして，Pontryagin et
al(1987)21)が確立した最適制御理論によるアプローチが

ある．Pontryagin et al(1987)21)は，動学的最適化問題の

極値の必要条件である最大値原理を定式化した．これ

により古典的な変分法では扱うことのできなかった境

界上の点を最適解とする問題の解析を可能とした．最適

制御理論はその後，確率的最適制御問題22) や遅れ時間

をもつ最適制御問題23) へと発展した．本研究では，需

要の不確実性及び輸送時間を考慮するため固定の遅れ

時間を持つ確率的最適制御問題24)の枠組みを援用する．

b) 在庫配送計画モデルの定式化

本研究では３つのノードと 3つのリンクを有する有
向グラフを対象とする（図–2）．ここで一次集積所か
ら避難所に向かうリンクは避難所への直送を想定して

いる．定式化は以下の通りである．

�

�����

�

�	�




�����

���

図–2 SCネットワーク

集合

N = {1, 2, 3} :ノード集合（1：一次集積所，2：二

次集積所，3：避難所）

N+ = {1, 2} :集積所ノード集合

Cj :ノード j の子ノード集合

Pj :ノード j の親ノード集合

制御変数

Sij (t) :時刻 tにノード iからノード j へ輸送する単

位時間あたりのスループット

状態変数

Bi (t) :時刻 tにおいてノード iが認知している避難

所の残存需要

Ii3 (t) :時刻 tにおいてノード iが認知している避難

所 3の在庫量

I2 (t) :時刻 tにおけるノード 2の在庫量

ITij (t) :時刻 tにおいてノード iからノード j に輸

送している輸送中在庫量

パラメータ

T :計画終了時間

Si (t) :時刻 tにおけるノード iの単位時間あたりの

スループット上限
(
∂Si/∂t ≥ 0, S2 (t) < S1 (t)

)
h′
i :ノード iの在庫コスト (0 = h′

0 < h′
1 < h′

2 < h′
3 < 1)

hi :ノード iの認知在庫コスト
(
hi = h′

i − h′
i−1

)
Diµ (t) : t時にノード iが認知している避難所の単位

時間あたり消費量の平均

Diσ (t) : t時にノード iが認知している避難所の単位

時間あたり消費量の標準偏差

Dµ (t) : t時における避難所の単位時間あたり平均消

費量の事前想定値 (Ḋµ ≤ 0)

Dσ (t) : t時における避難所の単位時間あたり消費量

の標準偏差の事前想定値

zi (t) :標準ウィーナー過程

4
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rij :ノード iからノード j へ輸送する際の輸送

時間 (r13 < r12 + r23)

ki :ノード iにおける情報更新間隔 (ki < ki−1)

目的関数

min .V = E

∫ T

0

[TC1 (t) + TC2 (t) + TC3 (t)] dt

+ TC4 (T ) (1)

TC1 (t) =
∑
i∈N

hi (f (Bi (t)) + f (Ii3 (t))) (2)

TC2 (t) = (1− h′
3) f (B3 (t)) (3)

TC3 (t) = h′
2f (I2 (t)) (4)

TC4 (T ) =
∑
i∈N+

h′
i

∑
j∈Ci

f (ITij (T )) (5)

制約条件

dBi (t) = [Di (t)−
∑
i∈P3

Si3 (t− ri3)]dt

∀i ∈ N+ (6)

Di (t) dt = Diµ (t) dt+Diσ (t) dzi (t)

∀i ∈ N+ (7)

B3 (t) = B2 (t) (8)

dIi3 (t) = −dBi (t) ∀i ∈ N (9)

İ2 = S12 (t− r12)− S23 (t) (10)

˙IT ij (t) = Sij (t)− Sij (t− rij)

∀j ∈ Ci, i ∈ N+ (11)

∂f (x) /∂x ≥ 0 , ∂2f (x) /∂x2 ≥ 0 (12)

0 ≤ Sij (t) ∀j ∈ Ci, i ∈ N+ (13)∑
j∈Ci

Sij (t) ≤ Si (t) ∀i ∈ N+ (14)

I2 (t) ≥ 0 (15)

ITij (t) ≥ 0 ∀j ∈ Ci, i ∈ N+ (16)

境界条件

Bi (0) = −Ii3 (0) > 0 ∀i ∈ N+ (17)

I2 (0) > 0 (18)

ITij (0) = 0 ∀j ∈ Ci, i ∈ N+ (19)

Sij (t) = 0 ∀t ∈ [−rij , 0) , j ∈ Ci, i ∈ N+ (20)

式 (2)(3) は認知している残存需要と在庫コスト，式
(4)は二次集積所における在庫コスト，式 (5)は輸送在
庫コストを示す．提案モデルでは式 (2)-(4)の総コスト
の積分と式 (5)の輸送在庫コストの和を目的関数とし，
最小化を行う．式 (1)の目的関数はエシュロン在庫を援
用した定式化であるが，認知している避難所の残存需

要/在庫量が全ての集積所で同じである場合，実在庫に
よる定式化と一致する．式 (6) は認知している避難所

の残存需要の動的変化を示し，不確実性を有する．不

確実性に関しては，各集積所が避難所に対して主観的

な消費量分布 (式 (7))をもつとして，避難所から伝達さ
れる情報に基づきこれを更新する．ただし一次集積所

1と二次集積所 2のみが意思決定者であることを考慮
し，避難所 3が認知している残存需要を式 (8)と与え
る．また式 (9)は認知している避難所の在庫が残存需要
と逆方向に動的変化することを示す．一方で輸送状況

に関する情報は完全である（3.(1)節の仮定（エ））と
し，二次集積所の在庫の動的変化を式 (10)，輸送中在
庫の動的変化を式 (11)の常微分方程式で示し，非負制
約 (15)(16)を与える．ただし式 (11)より，輸送中在庫
の非負制約 (16)は明示的に満たされる．式 (12)は残存
需要量・在庫量に対するコストの逓増性を示す．また災

害時においては十分な物資供給ができない可能性を想

定し，式 (13)(14)のスループットの上限制約を与える．
スループットの上限は 3.(1)節の仮定（オ）に基づき，
下流ほど小さいものとする．境界条件式 (17)(18)(19)は
それぞれ，発災直後の物資不足，集積所における備蓄

品，発災直後には輸送車両がない状況を想定している．

式 (12)より式 (1)の被積分関数が状態変数について
凸であること，及び式 (6)-(11)の動学システム系が制御
変数について線形であることからマンガサリアンの十

分定理を満たす．また式 (13)(14)の不等式制約は制御
変数について線形であり制約想定を満たす．

(3) ベイズ型の情報更新過程

a) ベイズ学習の定式化

本研究では，各集積所が避難所に対して主観的な消

費量分布を保持し，避難所からの情報伝達によってそ

の確率がベイズ更新される情報伝達アルゴリズムを導

入する．災害時において避難所から伝達される情報は

将来の予測を伴う不確かなものであり，不確かな情報

を扱うならば，複数回の情報伝達による情報の蓄積を

考えるべきであろう．ベイズ型の情報更新過程は，こ

うした社会的学習過程のモデル化を可能とする．

情報更新を行う避難所の消費量（主観的な消費量）は

式 (7)より，次の正規分布に従う．

Di (t) dt ∼ N
(
Diµ (t) dt, (Diσ (t))

2
dt
)

(21)

避難所からの情報を D̃ (t)（ただし ∂D̃/∂t ≤ 0），尤度

分布の標準偏差を σ (t)，n回目の更新における事後分

布のパラメータを µiµn (t)，σiµn (t)，予測分布のパラ

メータをDiµn (t)，Diσn (t)とすると時刻 tにおける条

件付き主観的消費量分布の更新は次式となる．

µiµn (t) =
(σ (t))

2

(σ (t))
2
+ (σiµ,n−1 (t))

2µiµ,n−1 (t)

5
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+
(σiµ,n−1 (t))

2

(σ (t))
2
+ (σiµ,n−1 (t))

2 D̃ (t) (22)

(σiµn (t))
2
=

(σ (t))
2
(σiµ,n−1 (t))

2

(σ (t))
2
+ (σiµ,n−1 (t))

2 (23)

Diµn (t) = µiµ,n (t) (24)

(Diσn (t))
2
= (σiµn (t))

2
+ (σ (t))

2 (25)

µiµ0 (t) = Dµ (t) (26)

σiµ0 (t) = Dσ (t) (27)

ただし需要は非定常であるので情報更新が断続的に

行われるとすると，次の情報更新が行われるまでの需

要を予測する必要がある．ここでは簡単に n−1回目の

情報更新値との差だけ平行移動させたものを事後分布

と予測分布の平均値 µiµn (t) , Diµn (t)の予測値とする．

Diµn (t) = Dµ (t) + (Diµn (nki)−Dµ (nki)) (28)

µiµn (t) = Diµn (t) (29)

また次の情報更新が行われるまでの間は事後分布と予

測分布の変動係数は一定であるとする．これにより事

後分布と予測分布の標準偏差 σiµn (t) , Diσn (t)も同時

に算出可能となる．

Diσn (t) = Diσn (nki) /Diµn (nki) ∗Diµn (t) (30)

σiµn (t) = σiµn (nki) /µiµn (nki) ∗ µiµn (t) (31)

情報更新を ki間隔で行うとすると，主観的な消費量分

布のパラメータDiµ (t) , Diσ (t)は次式となる．

Diµ (t) = Diµn (t)

Diσ (t) = Diσn (t)
t ∈ [nki, nki + ki) (32)

本研究では，この主観的な消費量分布のパラメータを

用いて，プル型システムの最適なスループットを算出

する．

b) 鞭効果

導入した情報更新アルゴリズムが鞭効果を再現でき

ることを示す．情報の遅れが伴う通信断絶下における

物資供給システムの中で，鞭効果の発生は必至であろ

う．故に，提案モデルによって鞭効果が再現可能である

ことは，既存モデルからの大きな改善点である．ここ

では簡単のため，需要が定常である場合を考える．平

時のロジスティクスにおいて，鞭効果は発注量と需要

量の分散比で定量的に評価される．本研究では情報更

新された需要を元にスループットを決定するので，情

報更新前後の需要の分散比が (Diσn−1)
2
/ (Diσn)

2
> 1

であることを確認すれば良い．さらに尤度分布の分散

(σ)
2は情報更新回数 nに依存しないので，分散の逆数

を ν = σ−2 とすると式 (23)(25)より

(σiµ,n−1)
2

(σiµn)
2 =

νiµn
νiµ,n−1

=
νiµ,n−1 + ν

νiµ,n−1
> 1 (33)

となる．従って，ベイズ型の情報更新過程により鞭効

果が表現されていることが示された．

4. 最適制御経路

本節では，図–2の SCネットワークを対象にプッシュ
型・プル型の輸送体制における最適なスループットの導

出を行う．さらに導出した最適制御を用いて，プッシュ

型からプル型への切り替えについて論ずる．以下では

簡単のため，関数 f (x)を次式で与える．これは式 (12)
を満たす．

f (x) =

{
x2 x ≥ 0

0 otherwise
(34)

(1) プッシュ型物資供給システム

3.(1)節の仮定 (ウ)に基づき，各避難所に等しい想定
需要を与える．

D1 (t) = D2 (t) = D(t) (35)

この時，目的関数 (1)は次に示す実在庫による定式化に
書き換えることができる．

min .V = E

∫ T

0

[f (B (t)) +

3∑
i=2

h′
if (Ii (t))]dt

+ TC4 (T ) (36)

最大値原理より問題を各時刻毎の問題に分割すると，任

意の時刻 tについて次の最適性条件が得られる．ただ

し状態制約式 (15) について，indirect approach25) を用

いる．

S∗
ij (t) = arg min

Sij

{L (t) + χ[0,T−rij ] (t)E [L (t+ rij)]}

∀j ∈ Ci, i ∈ N+

L (t) = L (t) + η (t) (S23 (t)− S12 (t− r12))

L (t) = H (t) +
∑
i∈Ni

{−
∑
j∈Ci

θij (t)Sij (t)

+ θi (t) (
∑
j∈Ci

Sij (t)− Si (t))}

H (t) = F (t) + (λB (t)− λI3 (t)) (Dµ (t) (37)

− S13 (t− r13)− S23 (t− r23))

+ λI2 (t) (S12 (t− r12)− S23 (t))

+
∑
i∈N+

∑
j∈Ci

λITij
(t) (Sij (t)− Sij (t− rij))

+ (ΛB (t)− ΛI3 (t))Dσ (t)

F (t) = f (B (t)) +

3∑
i=2

h′
if (Ii (t))

ここで η (t) ,θ (t) は非負なラグランジェ乗数，

χ[0,T−rij ] (t) は t ∈ [0, T − rij ] であれば 1，そう

でなければ 0を示すバイナリ変数である．また状態制

約に関するラグランジェ乗数の導関数 η̇ は非正であ

6
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図–3 プッシュ型における最適なスループット

る．さらに随伴変数 λ (t) ,Λ (t)は次の微分方程式を満

たす．

dλB (t) =


−2B (t) dt

+ ΛB (t) dzB (t)
B (t) ≥ 0

ΛB (t) dzB (t) otherwise

(38)

dλI3 (t) =


−2h3I3 (t) dt

+ ΛI3 (t) dzI3 (t)
I3 (t) ≥ 0

ΛI3 (t) dzI3 (t) otherwise

(39)

λ̇I2 (t) = −2h2I2 (t) ≤ 0 (40)

λ̇ITij
(t) = 0 ∀j ∈ Ci, i ∈ N+ (41)

λB (T ) = 0, λI3 (T ) = 0, λI2 (T ) = 0 (42a, b, c)

λITij
(T ) = 2hiITij (T ) ≥ 0 ∀j ∈ Ci, i ∈ N+ (43)

最適性条件 (37)及び微分方程式 (38)-(43)を用いると，
最適なスループットの組み合わせ {S∗

12, S
∗
23, S

∗
13}は図–

3となる．ただし，二次集積所の在庫 I∗2 (τ1)が 0となる

時刻を τ1，避難所の残存需要の期待値E [B∗ (τ2 + r13)]

が 0となる時刻を τ2とする．詳しい導出過程は付録に

示す．

図–3から，全ての時刻 tにおいて S∗
12 (t) = 0となっ

ており，一次集積所から二次集積所に物資は輸送され

ないことが分かる．一方で一次集積所から避難所への

直接輸送 S∗
13 (t)は，計画期間内に物資が届く限り行わ

れている．これは樋口 (2017)3) や伊藤ら (2017)4) が提

案している「避難所に直接輸送できる体制作り」が最

適なシステムであることを理論的に示している．また

τ2 以降は想定需要に応じたスループットが選択されて

いる．この時，残存需要・在庫量ともに 0であるこの
状態が最適であることが分かる．

(2) プル型物資供給システム

プッシュ型とは異なり，情報伝達により各集積所は異

なる情報を有する．すなわち，

D1 (t) ̸= D2 (t) (44)

プッシュ型システムと同様に最大値原理を用いると，最

適なスループットは図–4となる．ただし τ ′2 を次で与
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図–4-a τ ′
2 = τ13 の場合
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図–4-b τ ′
2 = τ23 の場合

図–4 プル型における最適なスループット

える．

τ ′2 = min{τ13, τ23} (45)

h1E[I∗13(τ13 + r13)] = (1− h1)E[B∗
2(τ13 + r13)] (46)

h1E[B∗
1(τ23 + r13)] = (h3 − h1)E[I∗23(τ23 + r23)] (47)

ここで式 (46)(47)は認知している残存需要若しくは在庫
によるコストが集積所の間で均衡する状態である．図–
4から分かるように，プッシュ型システム同様に直接輸
送が最適である．一方で赤枠内で示す需要に応じたス

ループットが選択される際に，プッシュ型と最適なス

ループットが異なることが分かる．これは式 (46)(47)の
均衡状態を満たすようなスループットが選択されてお

り，避難所が在庫をもつ状態が最適であると言える．

(3) プッシュ型からプル型への切り替え

プッシュ型からプル型への切り替えが一回で十分であ

るための十分条件を示す．集積所への情報伝達が n = 1

回であるとき，ベイズ更新式 (22)-(32)，図–3，4より需
要に応じたスループットSpush

13 (t) , Spull
13 (t)は次となる．

Spush
13 (t) = Dµ (t+ r13) (48)

Spull
13 (t) = Dµ (t+ r13) +

(Dσ)
2

(Dσ)
2
+ (σ)

2D (49)
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D =



h1

(
D̃ (k1)−Dµ (k1)

)
+ (1− h1)

(
D̃ (k2)−Dµ (k2)

) τ ′2 = τ13

h1

h3

(
D̃ (k1)−Dµ (k1)

)
+

(
1− h1

h3

)(
D̃ (k2)−Dµ (k2)

) τ ′2 = τ23

(50)

ここで避難所からの情報が真であるとし，これと式

(48)(49)の最適スループットとの誤差

εsystem =
∣∣∣D̃ (t+ r13)− Ssystem

13 (t)
∣∣∣

system ∈ {push, pull} (51)

でプッシュ型とプル型のシステムを評価する．

(i)Dµ (t+ r13)− D̃ (t+ r13) > 0

式 (48)(49)より D > 0のとき εpush < εpull となる．

ここで消費量が単調減少であることから，

D̃ (k2)−Dµ (t) ≥ D (52)

を得る．これより εpush < εpullであるための必要条件は

D̃ (k2)−Dµ (k1) > 0 (53)

となる．従って εpush > εpull であるための十分条件は

D̃ (k2)−Dµ (k1) ≤ 0 (54)

である．さらに消費量の単調減少性と Dµ (t+ r13) −
D̃ (t+ r13) > 0を考慮すると，

D̃ (t)−Dµ (t) ≤ 0 ∀t ∈ [k2, T ] (55)

である限り，プル型による制御が有効と言える．

(ii)Dµ (t+ r13)− D̃ (t+ r13) < 0

(i)と同様にして，εpush > εpull であるための十分条

件は次式となる．

D̃ (k1)−Dµ (k2) ≥ 0 (56)

消費量の単調減少性とDµ (t+ r13)−D̃ (t+ r13) < 0よ

り，次式を満たす限りプル型による制御が有効である．

D̃ (t)−Dµ (t) ≥ 0 ∀t ∈ [k2, T ] (57)

(i)(ii)より，事前想定Dµ (t)と真の需要 D̃ (t)との差

が常に正，若しくは負である限りプル型による制御が

有効である．さらに，式 (55)(57)は最初の情報伝達 k2

から計画終了 T までの十分条件式であることから，事

前想定と真の需要の大小が逆転しない限り，プッシュ型

からプル型への切り替えが一回で十分であることが分

かる．これを逆説的に考えるならば，次の二点の提案

が可能となる．

• 精度の高い予測が困難な場合については，ナイー
ブな需要予測を行い，情報の収集と共に学習しな

がら物資を供給するプル型のシステムが適切であ

る．被災地内における物資の不足を想定するなら

ば，過大に予測するのが妥当であろう．

表–2 数値設定

t S1 S2

Dµ
D̃

case1 case2

[0, 10) 2 1.5 4.5 3.5 4

[10, 20) 4 3.5 3 3 2

[20, 30] 6 5.5 1.5 1.5 1

∆t B1 (0) , B2 (0) I2 (0) (r12, r23, r13) (h1, h2, h3)

0.1 200 300 (3, 2, 4) (0.3, 0.5, 0.7)

• 正確な予測が可能であるならば，情報が伝達され
るのを待たずして物資の輸送を行うプッシュ型の

システムが適切である．

5. 数値計算

(1) 数値計算の設定

図–2を対象に数値計算を行い，情報更新の効果を検
証する．ここでは，情報更新間隔 kiの感度分析を行う．

数値計算におけるパラメータを表–2で設定する．消費
量の標準偏差の事前想定値 Dσ については変動係数を

1，尤度分布の標準偏差 σについては任意に σ = 10で

与えた．二種類のパラメータを設定し，case1について
は全ての時刻 tにおいて十分条件式 (55)(57)を満たし，
case2については t ∈ [10, 30]において満たすように設

定した．

(2) 計算結果

本節では，提案モデルを用いてプッシュ型とプル型

のシステムを評価する．評価指標として，避難所から

の情報が真であるとして計算した場合のプッシュ型と

プル型の目的関数の比率を用いる．目的関数の比率 V

は次式で算出する．

V = Vpull/Vpush (58)

Vpushはプッシュ型の最適スループットで算出した目的

関数，Vpullはプル型の最適スループットで算出した目

的関数である．

図–5に目的関数の比率に対する情報更新間隔 ki の

感度分析の結果を示す．図–5-a，5-bはそれぞれ case1
と case2の設定で計算したものである．横軸と縦軸はそ
れぞれ一次集積所と二次集積所の情報更新間隔を示し，

原点に近いほど情報更新が頻繁である．また (k1, k2) =

(30, 30)の組み合わせは情報更新回数が 0回であるため，

プル型の支援システムと等しい．図–5-aについては全
ての {k1, k2}において，図–5-bについては k2 ≥ 10に

おいて十分条件式 (55)(57)を満たす．また色で目的関数
の比率を示している．図–5-aから，十分条件式 (55)(57)
を満たす領域においてプル型による制御が有効である

と分かる．この傾向は，図–5-bにも確認できる．加え
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図–5-a case1

図–5-b case2

図–5 目的関数の改善率

て，図–5-aから分かるように情報更新回数が多いほど
プル型の目的関数が小さくなっている．また，情報更新

間隔 kiの逆数が情報更新回数 nであることから，色の

筋は情報更新回数の境界，若しくは得られる情報の違

いを示していると考察できる．一方，図–5-bから，事
前想定 Dµ (t)と真の需要 D̃ (t)の大小の逆転が起こる

場合については，プッシュ型の制御が有効となる場合

があることが分かる．

6. おわりに

本研究では，発災直後の通信が困難な状況における

プッシュ・プル型の在庫配送計画モデルを構築した．日

本では 2016年に発生した熊本地震における救援物流の
実態を踏まえ，物資供給システムの改善案が考案され

ている．しかしながらシステムの定量評価を可能とす

る手法は開発されておらず，客観性が十分でない．災

害リスクマネジメントの高まりに伴い，ICTを活用し
た意思決定支援モデルが開発されているものの，情報

の同時共有が困難な発災直後において適切なモデルと

は言い難い．そこで，本研究では，ベイズ型の情報更新

過程とエシュロン在庫の考え方を援用することにより，

情報伝達とその遅れをモデル化した．さらに確率的最

適制御理論を用いて，不確実性を伴う状況を模した定

式化を示した．これにより，物資供給システムの理論

的検証が可能となる．

一次集積所・二次集積所・避難所を想定した簡単な

SCネットワークを対象として，提案モデルを適用した．
まず，導出した最適なスループットより，一次集積所か

ら避難所への直接的な供給が効率的であることを示し

た．これにより，既存の提案「一次集積所から避難所

への直接的な輸送体制」の有効性を理論的に根拠付け

た．さらに，プッシュ型とプル型の物資支援システムに

おけるスループットの違いを明らかにし，予測した需

要と真の需要との大小関係が不変である条件において

プッシュ型からプル型への切り替えが一回で十分であ

ることを示した．これはプッシュ型とプル型のシステ

ムを同じ枠組みで構築した本モデルでのみ評価が可能

である．また簡単な数値計算例によって，情報更新ア

ルゴリズムによる効果を検証した．予測した需要と真

の需要との大小関係が不変でない場合については，さ

らに調査が必要である．

今後の課題として，複数の集積所と避難所によって

形成される SC ネットワークに対して，提案モデルを
拡張することが挙げられる．この SCネットワークの上
では，情報伝達の遅れが集積所間で異なるだけでなく，

避難所間でも同様の差異が生じる．実際の物資供給に

おいて避難所が広範囲に分布していることを考えると，

複数の集積所と避難所のネットワークを対象とした理

論検証は不可欠である．また，今回は限られたケース

についてのみ数値計算を行っている．ベイズ型の情報

更新過程を引き続きとるのであれば，多様なケースに

おける計算が必要となる．特に情報が幾度も伝達され

る際には，その情報に対する信頼度が重要な側面とな

るだろう．物流からの側面に対する課題として，物資の

輸送形態を往復のみとした強い仮定が挙げられる．ト

ラック資源の効率的な活用を考慮するならば，二次集

積所で詰替えを行い巡回して物資を供給する制御が有

効となる状況も考えられる．ただし，この場合にも「効

率的なトラック活用」と「迅速な供給」のトレードオ

フが存在するため，動学的最適化問題による定量評価

が必要となる．
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付録プッシュ型物資支援の最適制御の導出

(1)物資到達区間：t ∈ [0, T − r13)

最適性条件 (37)より最適制御の必要条件は次となる．

− θ12 (t) + θ1 (t)

+ E [λI2 (t+ r12)− η (t+ r12)] = 0 (59)

− θ23 (t) + θ2 (t)− λI2 (t) + η (t)

+ E [−λB (t+ r23) + λI3 (t+ r23)] = 0 (60)

− θ13 (t) + θ1 (t)

+ E [−λB (t+ r13) + λI3 (t+ r13)] = 0 (61)

まず問題を制御変数について非制約の側面から見る

(θ (t) = 0)．このときラグランジェ関数L (t)が制御変

数について線形であることから最適制御は特異制御と

なる．特異制御となる時刻を τ2とすると，特異制御は

式 (59)-(61)より次の条件を満たす．

λI2 (τ2 + r12) = η (τ2 + r12) ≥ 0 (62)

−λI2 (τ2) + E[−λB (τ2 + r23)

+ λI3 (τ2 + r23)] = −η (τ2) ≤ 0 (63)

E[−λB (τ2 + r13) + λI3 (τ2 + r13)] = 0 (64)

ここで式 (64)の増分を考えると，

E[−dλB (τ2 + r13) + dλI3 (τ2 + r13)] = 0 (65)

さらに式 (9)(17)(38)(39)より B (t) = −I3 (t)であるか

ら次の最適経路が得られる．

E[B∗ (τ2 + r13)] = 0 (66)

しかし実際には制御変数制約 (13)(14)により，直ぐに
式 (66) を満たすような制御することは不可能である．
ここで t ∈ [0, τ2) における最適制御を考えると，式

(17)(40)(42c)(66)より，λ (t)は次式を満たす．

λI2 (t) ≥ 0 (67)

−λI2 (t) + E [−λB (t+ r23) + λI2 (t+ r23)] ≤ 0 (68)

E [−λB (t+ r13) + λI2 (t+ r13)] ≤ 0 (69)

E [−dλB (t+ r13) + dλI2 (t+ r13)] ≥ 0 (70)

これらを用いて t ∈ [0, T − r13)における最適制御を求

めることができる．

(1− a)状態制約非拘束区間：t ∈ [0, τ1)

状態制約式 (15)が非拘束的である区間 t ∈ [0, τ1)に

おいて，η (t) = 0である．式 (59)-(61)(67)-(69)，θ (t)

の相補性条件式より最適制御は次となる．

(S∗
12, S

∗
23, S

∗
13) =

(
0, S2, S1

)
(71)

(1− b)状態制約非拘束区間：t ∈ [τ1, τ2)

状態制約式 (15)が拘束的であるから，ラグランジェ
乗数 η (t)は非負である．さらに相補性条件式より，

S∗
23 (t) = S∗

12 (t− r12) (72)

が得られる．残りの制御変数 (S∗
12, S

∗
13)について，最適

となるための必要条件は式 (59)-(61)より，

−θ12 (t) + θ1 (t)− θ23 (t+ r12) + θ2 (t+ r23)

+E [λI2 (t+ r12 + r23)− η (t+ r12 + r23)] = 0 (73)

−θ13 (t) + θ1 (t)

+E [−λB (t+ r13) + λI3 (t+ r13)] = 0 (74)

となる．これらの必要条件と式 (69)(70)より最適制御
は次となる．

(S∗
12, S

∗
23, S

∗
13) =

(
0, 0, S1

)
(75)

(1− c)特異制御区間：t ∈ [τ2, T − r13)

最適経路は式 (66)より，

E[B∗ (t+ r13)] = 0 (76)

である．式 (74)の増分を考えると，式 (6)より最適制
御は次となる．

S∗
13 (t) = E [D (t+ r13)] + S∗

23 (t− r23 + r13) (77)

さらに必要条件式 (73)(74)と式 (69)(70)より

(S∗
12, S

∗
23, S

∗
13) = (0, 0, E [D (t+ r13)]) (78)

(2)物資非到達区間：t ∈ [T − r13, T ]

状態制約式 (15)が拘束的であること最適性条件 (37)
より最適制御の必要条件は

−θ12 (t) + θ1 (t) + λIT12
= 0 (79)

−θ13 (t) + θ1 (t) + λIT13
= 0 (80)

である．式 (41)(43)より λITij
は非負であるから，相補

性条件を用いて最適制御は次となる．

(S∗
12, S

∗
23, S

∗
13) = (0, 0, 0) (81)
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